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税務情報 

国税庁 － BEPS2.0関連情報の公表 

国税庁は 6 月 30 日、BEPS2.0 に関連する以下の情報を公表しました。 

1. 特定多国籍企業グループ等報告事項等の記載要領（改訂版）

2021 年 10 月に OECD/G20 の BEPS 包摂的枠組みにおいて合意されたグロー
バル・ミニマム課税へ対応するため、2023 年度税制改正において、グローバル・
ミニマム課税の 3 つのルールのうち、所得合算ルールに相当する「各対象会計
年度の国際最低課税額に対する法人税」等が創設されました（*1）。また、2025 年
度税制改正では、残り 2 つのルールである軽課税所得ルール及び国内ミニマム
課税に相当する「各対象会計年度の国際最低課税残余額に対する法人税」及び
「各対象会計年度の国内最低課税額に対する法人税」等が創設されました（*2）。 

国税庁の「グローバル・ミニマム課税関係」のページには、これらの制度に関す
る情報が集約されていますが、このページの「様式等」に以下の情報が掲載さ
れました。 

 特定多国籍企業グループ等報告事項等の記載要領 令和 6 年 6 月（令和 7 年
6 月改訂）（PDF 1,271KB）

2023 年度税制改正では、「各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税」
の創設に伴い、「特定多国籍企業グループ等報告事項等の提供制度」も創設され、
特定多国籍企業グループ等に属する構成会社等である内国法人は、その納税地
の所轄税務署長に、特定多国籍企業グループ等報告事項等を提供しなければな
らないことされました（*1）。本制度は、BEPS 包摂的枠組みにおいて承認された
モデルルール及びそのコメンタリーの内容を踏まえて制度化が行われており、
特定多国籍企業グループ等報告事項等を提供する際は、国際的合意により、国
際的に統一された形式とすることが求められていることから、国税庁は 2024 年
6 月 28 日、特定多国籍企業グループ等報告事項等の作成にあたっての参考とし
て、記載要領を公表していました（*3）。

今回公表された記載要領は、2025 年 1 月に BEPS 包摂的枠組みにおいて承認さ
れた GloBE Information Return（GIR）のデータポイント（Annex A1. Data 

points）及び説明ガイダンス（Annex A2. Explanatory guidance）の公表（*4）

等を踏まえて改訂されたもので、その改訂内容は、「『特定多国籍企業グループ
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等報告事項等の記載要領』の改訂について」（PDF 150KB）で確認することがで
きます。 

なお、2024 年 4 月 1 日以後に開始する対象会計年度分の特定多国籍企業グルー
プ等報告事項等については、改訂後の記載要領に基づいて作成することとされ
ています。 

（*1） 「各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税」及び「特定多国籍企
業グループ等報告事項等の提供制度」の概要は、Tax Newsletter「2023 年
度税制改正大綱」（2022 年 12 月 22 日発行）にてお知らせしています。な
お、2025 年度税制改正において「特定多国籍企業グループ等報告事項等の
提供制度」の見直しが行われています（*2）。 

（*2） 「各対象会計年度の国際最低課税残余額に対する法人税」及び「各対象会
計年度の国内最低課税額に対する法人税」の概要並びに上記の「特定多国
籍企業グループ等報告事項等の提供制度」の見直しは、Tax Newsletter

「2025 年度税制改正大綱」（2024 年 12 月 26 日発行）にてお知らせして
います。 

（*3） 記載要領（初版）の公表については、e-Tax News No.310「2024 年度税制
改正関連情報及び国税庁からの公表情報」（2024 年 7 月 2 日発行）にてお
知らせしています。 

（*4） OECD ‘Tax Challenges Arising from the Digitalisation of the Economy 

– GloBE Information Return (January 2025)’（2025 年 1 月 15 日公表）

2. 移転価格税制の適用に係る簡素化・合理化アプローチに関する FAQ

2024 年 2 月 19 日、OECD/G20 の BEPS 包摂的枠組みは、移転価格税制の適用
に係る簡素化・合理化アプローチ（*1）について合意し、その合意内容が OECD 移
転価格ガイドラインに追加されました。 

これにより、簡素化・合理化アプローチを実施した国・地域は、2025 年 1 月 1

日以後に開始する事業年度から、対象となる取引に対して簡素化・合理化アプ
ローチを適用できることとされています。

日本においては、当面の間、簡素化・合理化アプローチは実施しないこととさ
れていますが、日本法人の国外関連者（子会社等）が所在する進出先国・地域に
おいて簡素化・合理化アプローチが実施される可能性があることから、国税庁
は、簡素化・合理化アプローチに関する日本の税務上の取扱いをまとめた以下
の FAQ を公表しました。 

 移転価格税制の適用に係る簡素化・合理化アプローチ（FAQ）（PDF 155KB）

全 5 問のこの FAQ では、たとえば、以下の点が明らかにされています。 

 日本においては、簡素化・合理化アプローチを実施していないため、国外関
連者が所在する進出先国・地域における簡素化・合理化アプローチの適用状
況にかかわらず、従来の独立企業間価格の算定方法を用いて独立企業間価格
を算定する必要がある。
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 日本においては、簡素化・合理化アプローチを実施していないため、簡素化・
合理化アプローチを実施した国・地域に所在する国外関連者との間で行った
国外関連取引について、簡素化・合理化アプローチの適用結果を独立企業間
価格とする事前確認の申出はできず、従来の独立企業間価格の算定方法を用
いて事前確認の申出を行う必要がある。

 国外関連者が所在する進出先国・地域から簡素化・合理化アプローチを適用
した課税が行われたことにより二重課税が生じた場合において、その進出先
国・地域と日本との間に租税条約があるときは、その租税条約に基づき相互
協議の申立てを行うことができる。
なお、BEPS 包摂的枠組みから公表された利益 B ガイダンス（Pillar One –

Amount B）（*2）には、国外関連者が所在する進出先国・地域において簡素化・
合理化アプローチが適用された場合、その進出先国・地域が covered

jurisdiction に該当し、かつ、租税条約が締結されているときは、簡素化・
合理化アプローチを適用した国外関連者との取引を行った法人の所在地国・
地域内の法令や執行上の慣行の範囲内において、その進出先国・地域の簡素
化・合理化アプローチの適用結果を尊重する旨が記載されているため、相互
協議でもこれを踏まえ、日本の法令や執行上の慣行の範囲内において対応す
ることになる。

 日本においては、簡素化・合理化アプローチを実施していないため、国外関
連者が所在する進出先国・地域で簡素化・合理化アプローチを適用して作成
された移転価格文書は、日本の移転価格税制に係る文書化の報告様式に沿っ
たものとはいえない。そのため、日本の移転価格税制に係る文書化の規定に
より、従来の独立企業間価格の算定方法を用いて独立企業間価格を算定した
移転価格文書の作成及び保存並びに（当局の要請に基づく）提出が必要とな
る。

（*1） 移転価格税制の適用に係る簡素化・合理化アプローチとは、いわゆる「利
益 B」のことで、基礎的マーケティング・販売活動を行う販売会社の国外
関連取引のうち一定の基準を満たした取引に対し、移転価格税制の適用の
簡素化・合理化を図るものです。 

（*2） 利益 B ガイダンスの概要については、BEPS Newsletter「第 1 の柱 － 利
益 B に関する報告書の公表」（2024 年 3 月 7 日発行）にてお知らせしてい
ます。 
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